
別紙１

１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

３　対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

4　３の方針を実現するために必要な取組みに関する方針

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計

０．４　ha

０．０　ha

5 中心経営体

５経営体
　①現状の経営面積合計　8.97ha
　②今後（5年後）の農地の引受けの意向　最大8.97ha
　　　（地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計②-①　0.0ha）

山口市

①地区内の耕地面積

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計

（備考）

４．１　ha

・アンケートによる区域内の自作農地の状況は、75歳以上の農業者の割合が約35％、そのうち後継者未定又
は不明の割合が約50％となっているが、無回答(非回収)の農業者の中には今後農地を適正に維持していくこ
とに不安を抱いている者が相当数あると推測される。このことから、アンケート結果以上に自作困難な農地は
年数経過に伴って増加していくと思われる。
・当区域は、ほ場整備未実施や１筆あたりの面積が小さいといった条件のよくない農地が多く、このことが担い
手への農地集積が今一つ進まない大きな要因であると考えられる。
・区域内面積に対し、担い手の数はある程度確保されていると認められるが、高齢の個人担い手が今後どこま
で規模拡大が図れるか、又は現状の集積農地を維持できるかは不透明で、将来にわたり確保されているとは
言い難い。

・高齢化等により自作困難となった農地は、規模拡大の意向を持つ中心経営体に集積していく。なお、集積に
あたっては、原則として農地中間管理機構を活用する。
・区域内農業者から、新たな中心経営体を創出する。

・中心経営体への農地集積にあたっては、既経営農地に隣接する等を勘案して選定した当該農地の耕作に最
適な者への優先配分を進める。
・一定規模の経営面積を有する区域内農業者の今後の営農の意向（規模拡大or現状維持or規模縮小）を把
握した上で、規模拡大をめざす農業者に対し、中心経営体への働きかけを行う。

③地区内における75才以上の農業者の耕作面積の合計

市町村名

実質化された人・農地プラン

５８．０　ha

３５．７　ha

９．４　ha

対象地区名（地区内集落名）

阿知須　井関・杖川・野口地区(井関、杖川、野口)

平成31年3月

当初作成年月

平成25年2月 令和3年8月

直近の更新年月 今回の更新年月


